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工場等判断基準の改正経緯 

 工場等判断基準は、昭和５４年に制定された「工場におけるエネルギーの使用の合理化に関す
る事業者の判断の基準」を基礎としている。 

 昭和５４年当時は、一定量以上の熱（3,000kl以上）又は電気（1,200万kWh以上）を
使用する工場を省エネ法の捕捉対象としていたことから、工場で使用されるエネルギー消費機器ご
とに省エネに資する取組を規定することとした。 

 そして、平成５年の省エネ法改正により、事業者が遵守すべき事項を規定した「基準部分」と、事
業者がその実現に向け中長期的に努力して計画的に取り組むべき事項を規定した「目標部分」と
いう現在の構成が形作られた。 

 また、平成２０年の省エネ法改正においては、エネルギー管理統括者やエネルギー管理企画推
進者の配置を義務付ける等、事業所単位規制から事業者単位規制に規制体系が変更された。 

＜事業所単位規制＞ 
＜事業者単位規制＞ 
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（参考）省エネ法及び工場等判断基準の改正経緯 
西暦（年号） 省エネ法 工場等判断基準 

１９７９年（昭和５４年） 

 制定（昭和５４年１０月施行） 
 （エネルギーの使用の合理化に関する法律） 
 ・エネルギー管理指定工場の指定 
  （熱：3,000kl以上、電気：1,200万kWh以上） 
 ・エネルギー管理者選任 
 ・エネルギー使用状況記録義務 

 制定（昭和５４年１０月施行） 
 （工場におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準） 
 ・前身の熱管理法（石炭・重油の使用に関する措置）で規定されていた熱の有 
  効利用に関し努力すべき事項に、電気に関する項目を追加した形で規定 

１９９３年（平成５年） 
 改正（平成５年４月施行） 
 ・基本方針策定 
 ・エネルギー管理指定工場の定期報告書の提出義務 

 改正（平成５年７月施行） 
 ・国内におけるエネルギー消費原単位を事業者全体として年平均１％以上低減 
  させることを目指す 
 ・現在の基準部分と目標部分の構成に分けられる 
    ①「基準部分」：全ての工場において遵守すべき事項 
    ②「目標部分」：基準部分以上の省エネを進める際に検討すべき事項 

１９９８年（平成１０年） 

 改正（平成１１年４月施行） 
 ・第一種エネルギー管理指定工場の中長期計画書の提出義務 
 ・第二種エネルギー管理指定工場創設 
  （熱：1,500kl以上、電気：600万kWh以上） 
  エネルギー管理員選任義務・エネルギー使用状況記録義務 
 ・トップランナー制度の創設 

 改正（平成１１年１月施行） 
 ・エネルギー消費原単位を、工場又は事業者ごとに中長期的にみて年平均１％ 
    以上低減させることを目指す 
 ・長期的な計画を立て、順次実施していくことが必要であることを示す 

２００２年（平成１４年） 
 改正（平成１５年４月施行） 
 ・第一種エネルギー管理指定工場の対象業種限定の撤廃 
 ・第二種エネルギー管理指定工場の定期報告書の提出義務 

 改正（平成１５年１月施行） 
 （工場又は事業場におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準） 
 ・判断基準の中に「事業場」が含まれていることを明確化 
 ・業務用ビルに関する部分を中心に内容を見直し 

２００５年（平成１７年） 

 改正（平成１８年４月施行） 
 ・エネルギー管理指定工場の指定について、熱と電気の区分を 
  廃止（熱電一体管理）し、燃料・熱・電気を合算したエネル 
  ギー使用量に応じて規制（第一種・第二種の二区分） 
 ・二酸化炭素排出量も報告対象 
 ・輸送部門を規制対象化 

 改正（平成１８年３月施行） 
 ・熱と電気の一体管理の考え方の下で内容を見直し 

２００８年（平成２０年） 

 改正（平成２１年４月施行） 
 ・特定事業者／特定連鎖化事業者の指定（事業者単位規制の導入） 
 ・特定事業者／特定連鎖化事業者のエネルギー管理統括者・ 
  エネルギー管理企画推進者の選任義務 

 改正（平成２１年３月施行） 
 （工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準）  
 ・事業者全体として実施すべき事項が追加 
 ・規制対象が業務部門で増加することから、基準部分・目標部分において工場 
  等の規定を維持しつつ、専ら事務所の規定を新設 
 ・ベンチマークの導入 

２０１３年（平成２５年） 
 改正（平成２６年４月施行） 
 （エネルギーの使用の合理化等に関する法律） 
 ・電気の需要の平準化を法目的に追加 

 改正（平成２５年１２月施行） 
 ・電気需要平準化原単位の年平均１％以上低減も目標に位置づけ 
 ・ＩＳＯ50001の発効を機に、事業者として行うべき取組に、資金・人材の確 
  保、従業員の教育、状況把握のための文書化等を明記 
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工場等判断基準の概要 

 『工場等判断基準※』とは、エネルギーを使用し事業を行う事業者が、エネルギーの使用
の合理化を適切かつ有効に実施するために必要な判断の基準となるべき事項を、経
済産業大臣が定め、告示として公表したもの。 

※工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成21年経済産業告示第66号） 

 各事業者は、この『工場等判断基準』に基づき、エネルギー消費設備ごとや省エネル
ギー分野ごとに、運転管理や計測・記録、保守・点検、新設に当たっての措置のうち、
該当するものについて管理標準を定め、これに基づきエネルギーの使用の合理化に努め
なければならない。 

 『工場等判断基準』の構成は、「Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準（基準部
分）」と 「Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置
（目標部分) 」で構成されている。 

 国は定期報告において判断基準の遵守状況等を特定事業者等に報告させて省
エネ取組の評価に活用しており、また現地調査や立入検査等の法執行におい
ても判断基準の遵守状況等を確認している。 



１ 事務所：主要な設備について、その管理、計測・記録、保守・点検、新設に当たっての措置の基準を規定 
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Ⅰ 基準部分 

（１）空気調和設備、換気設備 

２ 工場等：エネルギーの使用に係る各過程について、その管理、計測・記録、保守・点検、新設に当たっての 
      措置の基準を規定 

（２）ボイラー設備、給湯設備 

（４）受変電設備、ＢＥＭＳ 

（５）発電専用設備、コージェネレーション設備 

（６）事務用機器、民生用機器 

（７）業務用機器 

（８）その他 

（１）燃料の燃焼の合理化 

（２）加熱及び冷却並びに伝熱の合理化 

（３）廃熱の回収利用 

（４）熱の動力等への変換の合理化 

（５）放射、伝導、抵抗等によるエネルギーの損失の防止 

（６）電気の動力、熱等への変換の合理化 

＜前段＞ 

事業者及び連鎖化事業者が工場等全体を俯瞰して取り組むべき事項として以下のア～クまでの８項目を規定 

ア．管理体制を整備    オ．取組方針、遵守状況の評価手法を定期的に精査、変更 
イ．責任者（エネルギー管理統括者）を配置    カ．省エネに必要な資金、人材を確保 
ウ．取組方針（目標、設備の新設・更新）を規定 キ．従業員に対して、取組方針を周知、省エネ教育を実施 
エ．取組方針の遵守状況を確認・評価、改善指示 ク．エネルギー使用量、管理体制、取組方針等の管理 

工場等判断基準の構成 【基準部分】 

（３）照明設備、昇降機、動力設備 



１－１ 事務所：主要な設備について、事業者として検討、実施すべき事項を規定 
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工場等判断基準の構成 【目標部分】 

Ⅱ 目標部分 

（１）空気調和設備 

１－２ 工場等：主要な設備について、事業者として検討、実施すべき事項を規定 

（２）換気設備 

（３）ボイラー設備 

（４）給湯設備 

（５）照明設備 

（７）ＢＥＭＳ 

（８）コージェネレーション設備 

（１）燃焼設備 

（２）熱利用設備 

（３）廃熱回収装置 

（５）電気使用設備 

（６）空気調和設備、給湯設備、換気設備、昇降機等 

（７）照明設備 

＜前段＞ 

 事業者及び連鎖化事業者が中長期的に努力し、計画的に取り組むべき事項について規定 

• 設置している工場全体として又は工場等ごとに、エネルギー消費原単位又は電気需要平準化評価原単位を中長期的
にみて年平均１％以上低減の努力 

• ベンチマーク達成に向けての努力 
• ＩＳＯ５０００１の活用の検討 等 

（４）コージェネレーション設備 （８）工場エネルギー管理システム 

 

２．その他エネルギーの使用の合理化に関する事項 

（１）熱エネルギーの効率的利用のための検討 （４）エネルギーの使用の合理化に関するサービス提供事業者の活用 
（２）余剰蒸気の活用等 （５）エネルギーの地域での融通   
（３）未利用エネルギーの活用 （６）エネルギーの使用の合理化ツールや手法の活用 
 （７）エネルギーの使用の合理化に関する情報技術の活用 
                     

（９）電気使用設備 

（６）昇降機 



工場等判断基準（告示）の基準部分 

１ 事務所：主要な設備について、その管理、計測・記録、保守・点検、新設に当たっての措置の基準を規定 

Ⅰ 基準部分 

（１）空気調和設備、換気設備 

＜前段＞ 
事業者及び連鎖化事業者が工場等全体を俯瞰して取り組むべき事項として以下のア～クまでの８項目を規定 

ア．管理体制を整備 ～ ク．エネルギー使用量、管理体制、取組方針等の管理 

･･･ 

･･･ 

運転管理（管理標準の設定） Ｐｌａｎ 
ア．運転時間・室内温度等 
イ．熱源設備の空気比（燃焼設備の場合） 
ウ．熱搬送設備の冷却水・冷温水の温度や圧力 
エ．熱源設備の稼働台数、稼働機器の選択（複数の場合） 
オ．熱搬送設備の稼働台数、稼働機器の選択（複数の場合） 
カ．空調設備の稼働台数、稼働機器の選択（複数の場合） 
キ．換気設備の換気量・運転時間等 

計測・記録 Ｄｏ 
ア．空気調和を施す区間ごとの温度、湿度等 
イ．個別機器の効率、空調設備の総合的な効率改善 
   に必要な事項 
ウ．換気を施す区間ごとの湿度、ＣＯ２濃度等 

保守・点検 Ｃｈｅｃｋ 
ア．空調設備を構成する個別機器の効率、総合的な効率の 
     改善に必要な事項 
イ．空調設備、換気設備の自動制御装置の管理に必要な事項 
ウ．換気設備を構成する個別機器の効率、総合的な効率の 
     改善に必要な事項 

新設に当たっての措置 Ａｃｔ 
ア．建築物判断基準を踏まえたエネルギーの効率的な利用 
イ．特定エネルギー消費機器に該当する空調設備、換気設備 
ウ．稼動状態を調整しやすい設備構成 
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工場等判断基準 Ⅰ基準部分 １．専ら事務所（１）空気調和設備、換気設備に関する事項（イメージ図） 

 工場等判断基準（告示）Ⅰ基準部分（実施を図る）では、エネルギー消費設備ごとに「運転管理（管理標
準の設定）（Ｐ）」、「計測・記録（Ｄ）」、「保守・点検（Ｃ）」、「新設にあたっての措置（Ａ）」の遵守す
べき基準が規定されている。 

 上記の基準の遵守を通じ、省エネの適切かつ有効な実施を図ることとされている。 



報告内容の
評価 
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定期報告書における判断基準の遵守状況の確認 

 事業者は省エネ法第１５条における定期報告書にて工場等判断基準の遵守状況を報告。 

 事業者クラス分け評価制度では、省エネ取組が停滞している事業者に注意文書を送付し、必要に応じて、報
告徴収、現地調査、立入検査を実施。判断基準の遵守状況が不十分であれば指導等を行う。 

事
業
者 

定期報告書
の提出 

経
済
産
業
省  

合
理
化
計
画
の 

作
成
・
提
出
指
示 

報
告
徴
収 

立
入
検
査 

現
地
調
査 

判断基準に照
らして著しく
不十分な場合 

指示に従わ
ない場合 

公
表
、
命
令 

 

Ａクラス 
一般的な事業者 

Ｓクラス 
省エネが優良な事業者 

Ｂクラス 
省エネが停滞している事業者 

Ｃクラス 
注意を要する事業者 

【水準】  
Ｂクラスよりは省エネ水準
は高いが、Ｓクラスの水準
には達しない事業者 
 
 
 
 
【対応】 
特段なし。 

【水準】  
①努力目標達成 
または、 
②ベンチマーク目標達成 
 
 
 
 
【対応】 
優良事業者として、経産
省ＨＰで事業者名や連
続達成年数を表示。 

【水準】 
Ｂクラスの事業者の
中で特に判断基準
遵守状況が不十分 
 
【対応】 
省エネ法第６条に基
づく指導を実施。 

【水準】  
①努力目標未達成かつ直

近2年連続で原単位が
対前度年比増加 

または、 
②5年間平均原単位が

5％超増加 
 
【対応】 
注意喚起文書を送付し、
現地調査等を重点的に実
施。 

 

事業者クラス分け評価制度 

（参考）省エネ法における工場・事業場規制の法執行フロー 

※1  努力目標：5年間平均原単位を年1%以上低減すること。 
※2  ベンチマーク目標：ベンチマーク制度の対象業種・分野において、事業者が中長期的に目指すべき水準。 

※1 

※2 

※1 

指
導 

判断基準の遵守
状況が不十分な
場合 

注
意
文
書 

現地調査 

立
入
検
査 

報告徴収 
Ｂ
ク
ラ
ス
事
業
者 

指
導 

H27：370事業者
（476事業所） 

H27：147事業者 

H27：1事業者 

H27：12事業者 

要注意事業者（Ｃクラス） 
判断基準の遵守状況が不十分 

H27：1,207事業者 

H27：3事業者 

H27：4事業者 



工場等判断基準の見直しに関する勉強会 

 平成20年の省エネ法改正において、「事業所単位規制」から「事業者単位規制」に移行し、エネ
ルギー管理統括者※１やエネルギー管理企画推進者※２の配置が義務付けられたが、判断基準
は従来の現場のエネルギー管理を想定したエネルギー消費設備ごとや省エネルギー分野ごとの
構成や規定を踏襲している。 

      ※１ 事業経営の一環として、事業者全体の鳥瞰的なエネルギー管理を行い得る者（役員クラスを想定） 
      ※２ エネルギー管理統括者を実務面から補佐する者 

 しかし、現場のエネルギー管理に基づく判断だけでは設備投資等の意思決定に直接結びつけるこ
とは困難である。現場のエネルギー管理業務と経営層によるエネルギー管理の統括業務を強く
結びつけることによって、事業者としてのエネルギー管理のＰＤＣＡサイクルを効果的に回すことが
できるようになり、真に必要なエネルギー管理及び投資判断を行うことが可能となる。 

 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小委員会において
も、現場のエネルギー管理だけでは大規模な省エネ投資は進みにくく、エネルギーミックスに掲げ
る省エネ対策を促進するためには、経営層を巻き込んだ省エネ取組を喚起する必要があるという
旨の議論が行われ、平成２９年８月４日に取りまとめられた「省エネルギー小委員会 意見」にも
記述されている。 

 これらを踏まえ、エネルギー管理統括者等の経営層を巻き込み、現場のエネルギー管理を踏まえ
た投資判断を促進するとともに、エネルギー管理企画推進者等を通じて現場と経営を繋ぐ役割
を強化するような判断基準に見直すことが必要ではないか。 

8 工場等判断基準の見直しに関する勉強会を立ち上げ、工場等判断基準等の見直しを検討。 



（参考）工場等判断基準の見直しに関する勉強会の委員・オブザーバー 

 以下の学識者及び関連業界のメンバーを構成員とする「工場等判断基準の見直しに関する勉強
会（資源エネルギー庁委託事業）」において、工場等判断基準等の見直しに係る検討を実施。 
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（座長） 

 高村 淑彦 東京電機大学 名誉教授  

 
（委員） 

 判治 洋一 一般財団法人省エネルギーセンター 上席統括役・技監・省エネ支援サービス本部長 

 杉山 大志 キヤノングローバル戦略研究所 上席研究員 

＜工場等判断基準の見直しに関する勉強会 委員・オブザーバー名簿＞ 

（オブザーバー） 

 石油連盟 

 一般社団法人セメント協会 

 電気事業連合会 

 一般社団法人日本化学工業協会 

 一般社団法人日本ガス協会 

 一般社団法人日本自動車工業会 

 日本製紙連合会 

 一般社団法人日本鉄鋼連盟 

 一般社団法人日本電機工業会 

 一般社団法人日本ショッピングセンター協会 

 オール日本スーパーマーケット協会 

 日本百貨店協会 

 一般社団法人日本ビルヂング協会連合会 

 一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会 

 一般社団法人日本ホテル協会 

 日本旅館協会 



工場等判断基準の見直しに関する勉強会 

 工場等判断基準に加え、当該基準に関連のある省エネ法関係法令についても見直し
の検討を行う。 
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① 工場等判断基準【基準部分及び目標部分】（告示） 

② 中長期的な計画の作成のための指針（告示） 

③ 定期報告書（省令） 

④ 中長期計画書（省令） 

 検討スケジュールは以下の通り。なお、検討内容については工場等判断基準ＷＧに適
宜報告し、御審議いただく。 

・ 第１回勉強会（12月21日） ：基準部分の見直し方針の議論 

・ 第２回勉強会（１月中旬） ：基準部分の見直し（案）の議論・とりまとめ 

・ 第３回勉強会（２月初中旬予定） ：目標部分および中長期計画作成指針等の議論① 

・ 第４回勉強会（３月予定） ：目標部分および中長期計画作成指針等の議論② 

・ 議論を継続 


